
警察本部における随意契約の実績　　（令和４年度３／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1 情報管理課
沖縄県警察情報共有
システム機器等の賃
貸借（再リース）

令和4年12月7日 21,669,120 リコーリース　株式会社
東京都千代田区紀尾井
町４番１号

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県警察情報共有システム機器等の賃貸
借契約については、令和４年12月末で契約期
間が満了となるため、新たに契約を締結する
必要があるが、新規更新より再リースの方が
安価であるため、現在契約中である同者を一
者指名したもの。

2 組織犯罪対策課
沖縄県警察組織犯罪
対策統合システム機
器等賃貸借

令和4年11月8日 10,961,280
NECキャピタルソリュー
ション株式会社
九州支店長　斎藤義弘

福岡県福岡市中央区天
神一丁目10番20号

第167条の２
第１項第２号

　本システム機器等賃貸借契約については、令和5
年1月末で契約期間が満了となり新たに契約を締結
する必要があるが、本システムと同様の機能を有
する予定の警察庁共通基盤システムの仕様が判明
する令和6年度までの間引き続き業務推進のため
本システムの運用を継続する必要があり、新規更
新より再リースの方が安価であるため、契約中であ
る同社を一者指名したもの。

3 組織犯罪対策課
APIS・BICS警報装置
の賃貸借契約

令和4年11月9日 1,452,000 株式会社　オキジム
沖縄県浦添市港川４５８
番地

第167条の２
第１項第８号

 一般競争入札により広く公募を行ったところ１
社の応募があり、入札の結果不落となったた
め、入札参加業者を契約相手として選定した。

4 交通企画課
安全運転管理者等講
習委託（再）

令和4年10月13日 8,102,523
公益財団法人
沖縄県交通安全協会連
合会

豊見城市字豊崎３番地５
７

第167条の２
第１項第８号

　入札公告を行ったところ、入札参加者は左記
の１社のみであり、開札後、３回入札を実施し
たが落札されなかった。そのため再度公告し、
入札を行ったが、その際も入札参加者は左記
の１者のみで同様の結果であったため、随意
契約となった。

5 交通規制課
第１階交通管制セン
ター（中央装置）改良
工事

令和4年12月27日 15,510,000
住友電工システムソ
リューション（株）大阪支
社

大阪府大阪市西区土佐
堀２丁目２番４号

第167条の２
第１項第２号

　交通管制システム中央装置は、警察庁仕様
に基づき製造メーカーが独自に開発・設計した
ものであり、その設計仕様は公表されていない
ため、同システムの改修工事・定数設定・調整
等については、製造メーカーである契約相手方
である住友電工システムソリューション（株）の
みが履行可能であるため、同社を選定したも
の。

特命随意
契約
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6 運転免許管理課
沖縄県警察運転者管
理システムデータ移行
対応業務委託

令和4年10月4日 168,168,000
日本電気株式会社沖縄
支店

那覇市久茂地２－２－２
第167条の２
第１項第２号

　沖縄県警察が運用する運転者管理システム（以
下「システム」という。）は、日本電気株式会社の汎
用電子計算機（ホストコンピュータ）を使用しており、
システムの保守管理業務についても日本電気株式
会社沖縄支店が請け負っている。今回の沖縄県警
察運転者管理システムに影響（本作業を起因とした
障害等）を与えることなく操作し、移行対象全データ
を抽出・変換等を行う必要があり、システムを熟知
し開発及び保守等を行っている業者でなければ本
作業を実施することが困難であることから一者指名
するものである。

7 運転免許管理課
運転シミュレータ装置
賃貸借契約

令和5年10月28日 5,778,200
三菱電機フィナンシャル
ソリューションズ株式

福岡県福岡市中央区天
神二丁目12番1号

第167条の２
第１項第２号

　現在賃貸借契約を締結している三菱フィナンシャ
ルソリューションズ制作の運転シミュレータ装置は、
シフトレバー及びクラッチペダルを切替ることでオー
トマチック車及びマニュアル車に対応することが可
能であり、二輪車についても工具不要で簡易に切
替が可能である。また、今後も継続使用が可能であ
り、かつ再リース料金が新規導入に比べ格安であ
ることから、上記指名業者（現行運転シミュレータ装
置賃貸借業者）と再リース契約を締結したい。

8 運転免許試験課
運転免許各種講習事
務管理支援ソフトウェ
ア改修業務

令和4年12月14日 2,960,100
沖電グローバルシステム
ズ株式会社

那覇市古島１丁目15番10
号

第167条の２
第１項第２号

　「運転免許各種講習事務管理支援ソフトウェア」
は、指名業者が受託開発したソフトウェアであり、ソ
フトウェア内のデータ処理の方法や構造を熟知して
おり、指名業者に発注した方が合理的である。ま
た、他社が請け負った場合、ソフトウェアのプログラ
ム構成を公開することになり、指名業者の利益を阻
害することとなるほか、システムに不具合が発生し
た場合、責任の所在が不明確となり、システム運用
に支障を来すため「運転免許各種講習事務管理支
援ソフトウェア」を開発した指名業者に一者指名す
るもの。

9 警備第二課

AW139型「しまもり」ヘ
リコプター用機体部品
（オーリング他4点）の
購入

令和4年10月17日 4,905,395
三井物産エアロスペース
株式会社

東京都千代田区丸の内
一丁目8番2号

第167条の2
第1項第2号

　日本国内で同部品を取り扱っているのは、レ
オナルド社製AW139型の代理店である、同社
のみであるため。

特命随意
契約

10 警備第二課
航空機始動用電源装
置の購入（SPHB-8
型）

令和4年10月17日 7,348,000 株式会社海外物産
東京都江東区新木場四
丁目7番45号

第167条の2
第1項第2号

　本製品は、同者が製造及び販売しており、国
内唯一の調達先であるため。

特命随意
契約
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11 警備第二課

警察用航空機
「JA22RP（なんぷう）」
ヘリコプターの修繕
（ローターブレーキ、フ
リーホイール）

令和4年11月28日 4,599,100 中日本航空株式会社
愛知県西春日井郡豊山
町大学豊場字殿釜2番地

第167条の2
第2号

　故障により、県内に稼働状態の警察用航空
機が1機も無く、早急に修繕が必要。また、外
見では故障箇所の特定が不可能であり、分解
及び検査を実施しなければ見積り額が判明し
ないため、相見積りを省略した。

特命随意
契約

12 警備第二課
航空操縦士AW139型
限定資格取得訓練委
託

令和4年12月9日 12,677,600
株式会社フジアビエー
ションシステムズ

静岡県静岡市葵区栄町1
－3

第167条の2
第2号

　国土交通大臣より模擬飛行装置(レベルD)認
定取得したレオナルド式AW139型模擬飛行装
置を用いレオナルド社認定のAW139型回転翼
航空機の限定変更（資格取得）訓練コースを実
施できる日本国内唯一の代理店であるため一
者指名とする。

特命随意
契約

13 警備第二課
航空操縦士AW139型
緊急操作訓練（リカレ
ント訓練委託）

令和4年12月20日 1,980,000
株式会社フジアビエー
ションシステムズ

静岡県静岡市葵区栄町1
－3

第167条の2
第2号

　国土交通大臣より模擬飛行装置(レベルD)認
定取得したレオナルド式AW139型模擬飛行装
置を用いレオナルド社認定のAW139型回転翼
航空機の限定変更（資格取得）訓練コースを実
施できる日本国内唯一の代理店であるため一
者指名とする。

特命随意
契約

14 浦添警察署
浦添警察署非常用発
電装置改修工事

令和4年10月13日 3,009,754 ヤンマー沖縄株式会社
宜野湾市大山7丁目11番
12号

第167条の２
第１項第２号

　本工事の対象装置はヤンマー製のもので、独自
の技術により設計されており、その整備等を行うこ
とができるのは、部品や整備技術を保有する同者
のみであるため。

特命随意
契約

15 宜野湾警察署 借上宿舎賃貸借契約 令和4年10月26日 2,520,000 ｓｋｙ株式会社
沖縄県宜野湾市大山一
丁目14番30号

第167条の２
第１項第２号

　現在居住しており継続して契約を締結する必
要があるため。

長期継続
契約
特命随意
契約


